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研究成果の概要（和文）： 

さまざまな社会活動の基礎となっているのは、人と人によって構成される「コミュニティ」
である。そこで本研究課題では、社会学的なアプローチを用いることにより、人と人によっ
て構成されるコミュニティの活動を自然な形でネットワーク上にマッピングできる、「コミ
ュニティ指向ネットワーク」の実現を目的とする。人と人によって構成されるコミュニティ
に対して、柔軟かつ効率的な通信環境を提供するためのネットワークアーキテクチャの設計
および基盤技術の確立を目指す。「コミュニティ指向ネットワーク」実現のための 3 種類の
基盤技術(エンティティ制御技術・コミュニティ制御技術・セマンティック通信技術)のうち、
エンティティ制御技術・コミュニティ制御技術・セマンティック通信技術それぞれについて
研究を実施した。エンティティ制御技術として、クラウド上のライブマイグレーションによ
る制御とネットワーク上のトラヒックエンジニアリング間の総合干渉および統合制御に関
する基礎検討を実施した。また、コミュニティ制御技術として、コミュニティ参加者の交流
関係をネットワークとして表現し、その交流ネットワークからコミュニティの活性度を推定
する手法を提案し、オープンソースソフトウェア開発コミュニティのログデータを用いて提
案方式の有効性を検証した。さらに、セマンティック通信技術として、コミュニティ単位で
の閉域性を実現できるコンテンツセントリックネットワークのアーキテクチャを設計した。 

研究成果の概要（英文）： 

Fundamentals of various social activities are “communities”, each of which is a group 
of people.  In this research, by taking a novel sociological approach, we aimed at 
realization of “community-oriented network”, which enables natural mapping of 
social activities in communities onto communication networks. The primary 
objective of this research includes the design of network architecture for providing 
flexible and efficient communication infrastructure to communities and the 
establishment of fundamental technologies.  We actively performed research 
regarding, in particular, three fundamental technologies (i.e., entity control, 
community control, and semantic communication) toward realization of 
community-oriented network.  As entity control, theoretical research on mutual 
interference of Cloud lives migration and traffic engineering and their integrated 
control were studied.  As community control, we developed an estimation method of 
community’s activity from a social network, which is a graphical representation of 
social interactions.  As semantic communication, a content-centric network 
architecture which enalbes closed communication per community was designed. 
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１．研究開始当初の背景 
 
近年、さまざまな社会活動がネットワーク

上へ移行しつつある。この背景には、情報処
理技術の高度化・低コスト化やインターネッ
トに代表される情報ネットワーク技術の爆
発的な普及がある。情報ネットワーク技術の
発展により、大容量の情報を高速かつ低コス
トで交換することは可能となった。しかし、
実社会における社会活動を真の意味でネッ
トワーク上に移行するためには、現在の情報
ネットワーク技術はまだまだ不十分である。
スケーラビリティ・適応性・効率性・個人化・
コンテキスト適応の点で、現在の情報ネット
ワーク技術には解決すべき課題が数多く残
されている。 

 
情報ネットワーク技術はこれまで、(1)通

信容量の拡大という観点からの高速化、(2)
接続されるノード数の拡大という観点から
のスケーラビリティ向上、(3)個々の利用者
の要求に応じた通信を提供するという意味
での個人化、というそれぞれ独立した 3つの
ベクトルに向かって研究が行われてきた。例
えば、ネットワークの高速化を目指して、超
高速トランスポートプロトコル技術・光パケ
ット交換技術などが、スケーラビリティ向上
を目指して、ユビキタスネットワーク技術・
センサネットワーク技術などが、個人化に関
しては、セッション管理技術・意味ベースの
通信技術などが研究されてきた。しかし、こ
れらの研究は有機的に結合されておらず、
clean-slate なアプローチによる新しいネ
ットワークアーキテクチャが切望されてい
る。 

 
さまざまな社会活動をネットワーク上に

移行するためには、多様な人間活動を自然に
ネットワーク上にマッピングできる情報ネ
ットワーク技術が不可欠である。しかし既存

の情報ネットワーク技術では、膨大な数の人
に対して適応的・効率的に通信環境を提供す
ることは容易ではない。また、ネットワーク
利用者に対して、個々の要求に応じた通信環
境や利用者の状況に応じた通信環境を提供
することも容易ではない。さまざまな社会活
動の基礎となっているのは、人と人によって
構成される「コミュニティ」である。 
 
２．研究の目的 
 
そこで本研究課題では、社会学的なアプロ

ーチを用いることにより、人と人によって構
成されるコミュニティの活動を自然な形で
ネットワーク上にマッピングできる、「コミ
ュニティ指向ネットワーク」の実現を目的と
する。人と人によって構成されるコミュニテ
ィに対して、柔軟かつ効率的な通信環境を提
供するためのネットワークアーキテクチャ
の設計および基盤技術の確立を目指す。 
 
３．研究の方法 
 
「コミュニティ指向ネットワーク」実現の

ための 3 種類の基盤技術(エンティティ制御
技術・コミュニティ制御技術・セマンティッ
ク通信技術)のうち、エンティティ制御技
術・コミュニティ制御技術・セマンティック
通信技術それぞれについて研究を実施する。 
エンティティ制御技術として、(1) ① 参

加者のコミュニティ情報を利用することに
より、サービスオーバレイネットワークのト
ポ ロ ジ を 動 的 に 再 構 成 す る 手 法
ACBP(Approximate Cluster-Based Policy)を
提案し、その有効性をシミュレーション実験
により明らかする。②クラウド上のライブマ
イグレーションによる制御とネットワーク
上のトラヒックエンジニアリング間の総合
干渉および統合制御に関する基礎検討を実
施する。また、コミュニティ制御技術として、



 

 

(2) コミュニティ参加者の交流関係をネッ
トワークとして表現し、その交流ネットワー
クからコミュニティの活性度を推定する手
法を提案し、オープンソースソフトウェア開
発コミュニティのログデータを用いて提案
方式の有効性を検証する。さらに、(3)セマ
ンティック通信技術として、コミュニティ単
位での閉域性を実現できるコンテンツセン
トリックネットワークのアーキテクチャを
設計する。 
 
４．研究成果 
 

(1)① 近年、インターネットのルーティン
グを上位層で柔軟に制御することができる、
オーバレイネットワークへの注目が高まっ
ている。オーバレイネットワークでは、さま
ざまに変化する利用者のトラヒック要求に
応じて、適切にネットワークのトポロジを再
構成することが重要である。これまで、オー
バレイネットワークにおける通信コストと
トポロジ再構成コストのトレードオフを考
慮した、効率的なトポロジ再構成手法 CBP 
(Cluster-Based Policy) が提案されている。
しかし、CBP は、利用者からのトラヒック要
求がすべて既知であることを前提としてい
る。 
そこで我々は、オーバレイネットワーク利

用者によって形成されるソーシャルネット
ワークのコミュニティ情報を利用すること
により、利用者のトラヒック要求が未知であ
っても適用が可能な、オーバレイネットワー
ク の た め の ト ポ ロ ジ 再 構 成 手 法
ACBP(Approximate Cluster-Based Policy) 
を提案した。さらに、シミュレーション実験
により、提案する ACBP の有効性を評価した。
その結果、提案する ACBP のコストは、利用
者のトラヒック要求を必要としないにもか
かわらず、CBP のコストの約 112 % 以下に抑
えられることを示した。 

 
(1)② クラウドコンピューティング環境

において、データセンター間で仮想計算機を
移動させるライブマイグレーションが考え
られている。さらに、このライブマイグレー
ションを応用してサービスの通信品質を向
上させる制御が考えられている。一方で、デ
ータセンター間を接続するネットワークで
はトラヒックエンジニアリングが実施され
ている。これら 2 つの制御は独立に設計、運
用されている。ライブマイグレーションとト
ラヒックエンジニアリングを統合的に制御
することで、独立に運用した場合よりも良い
性能を実現できる可能性があるが、今まで統
合制御の効果について明らかにされていな
い。 
そこで、本研究では、ライブマイグレーシ

ョンとトラヒックエンジニアリングの統合
制御の有効性を調査した。制御目的の 1 つの
例としてリンクの輻輳遅延を採用し、統合制
御を混合整数計画法にもとづいて定式化し
た。シミュレーションにより、インターネッ
ト 2 バックボーントポロジーで評価した場
合は、統合制御が独立制御に比べて最大で
24 % 遅延を小さくでき、約 1.3 倍のトラヒ
ックを収容できることを示した。 
 

(2) 近年、社会活動のネットワーク化が急
速に進んでおり、ネットワーク上にさまざま
な種類のコミュニティ(オンラインコミュニ
ティ) が数多く形成されている。オンライン
コミュニティを成功へと導くためには、その
コミュニティの管理者(アドミニストレー
タ・マネージャ・ファシリテータなど) が、
コミュニティの状態を適切に把握できるこ
とが求められる。 
そこで我々は、ソーシャルネットワークの

トポロジ構造を用いることにより、「オンラ
インコミュニティのリーダシップ(コミュニ
ティ全体としてどの程度リーダシップが取
られているか) 」を推定する手法を提案した。
さらに、開発型オンラインコミュニティのポ
ータルサイトである SourceForge のログを
用いて、提案するオンラインコミュニティの
リーダシップ推定手法の有効性を検証した。
その結果、(1) 媒介中心性によって参加者の
リーダシップが推定できること、(2) 推定し
たコミュニティのリーダシップはソフトウ
ェアの成熟度および生産性と十分な正の相
関があり、コミュニティの状態把握に有用で
あること、などを示した。 
 

(3) インターネットに代表される、データ
を送受信するホストを主体としたネットワ
ーク(ホストセントリックネットワーク) で
はなく、送受信されるデータを主体としたネ
ットワーク(データセントリックネットワー
ク) が近年注目を浴びている。データセント
リックネットワークの一つとして、コンテン
ツの識別子をもとにパケットのルーティン
グを行う CCN (Content-Centric Networking) 
が提案されている。CCN はインターネットと
同様にオープンな通信モデルを採用してお
り、コンテンツ識別子を知っていれば、誰で
もそのコンテンツを入手することができる。
しかし、さまざまな環境での利用を想定する
と、ある特定の利用者にだけコンテンツのア
クセスを制限するという、グループ単位の閉
域性を実現することが望まれる。 
そこで本研究では、CCN におけるルータを

仮想化することにより、グループ単位の閉域
性 を 実 現 す る VCCN (Virtual 
Content-Centric Networking) を提案した。
VCCN の要素技術 (図 3) である、コンテンツ



 

 

識別子の拡張・ルータの多重化・VCCN ルー
タ間のパケット転送を実装し、実験により閉
域性が実現できていることを確認した。 
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